
規 則

〇北海道空港条例施行規則の一部を改正する規則…………………………（建設政策課） ９
告 示

〇家畜伝染病検査の命令………………………………………………………（畜産振興課） ９
〇道営土地改良事業変更計画の決定……………………………………（農業施設管理課） １０
〇知事権限に係る保安林の指定の予定……………………………………………（治山課） １０
〇知事権限に係る保安林の指定の解除の予定……………………………………（治山課） １０
〇知事権限に係る保安林の指定の解除……………………………………………（治山課） １０
〇知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定…………………………（治山課） １１
〇道路の供用の開始…………………………………………………………………（道路課） １１
〇道路の区域の変更及び供用の開始………………………………………………（道路課） １２
〇準都市計画区域の指定………………………………………………………（都市計画課） １２
〇都市計画事業の事業計画の変更の認可……………………………………（都市環境課） １３

支 庁 告 示

〇特定調達契約に係る入札の公告……………………………………………………………… １３
道教育庁実習船管理局告示

〇特定調達契約に係る入札の公告……………………………………………………………… １５
道選挙管理委員会告示

〇政治団体の収支報告書の要旨の公表………………………………………………………… １６
道人事委員会告示

〇へき地学校及びその級別の指定の一部改正………………………………………………… １６
〇へき地に準ずる学校の指定の一部改正……………………………………………………… １７
〇特別の地域に所在する学校の指定の一部改正……………………………………………… １７

道警察本部告示

〇交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区の一部改正…………………… １７

規 則

北海道空港条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月６日
北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第１０号

北海道空港条例施行規則の一部を改正する規則
北海道空港条例施行規則（昭和５０年北海道規則第１２号）の一部を次のように改正する。
附則に次の１項を加える。
４ 平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に限り、他人の需要に応じ、有償で旅
客の運送を行う航空機（空港法（昭和３１年法律第８０号）第４条第１項第２号に掲げる東京
国際空港以外の道外の公共の用に供する飛行場から中標津空港、紋別空港（オホーツク紋
別空港）又は女満別空港まで運送を行うものに限る。）に対する前項第１号の規定の適用
については、同号中「１０分の７」とあるのは、「２分の１」とする。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第１５０号

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の死体の所有者に対し、当該牛の死体について、牛の伝達性海綿状脳症の発生の状況を把
握するための検査を受けることを命ずる。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 実 施 の 目 的
牛の伝達性海綿状脳症の発生の状況を把握するため

２ 実施する区域の市町村名及び実施の期日
実施する区域 実 施 の 期 日

（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
北 海 道 一 円 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで
（ただし、奥尻町、羽幌町の天売及び焼尻、利尻町、利尻富士町、礼文町の区域を除
く。）
３ 実施の対象となる家畜の死体の種類及び範囲
牛海綿状脳症対策特別措置法（平成１４年法律第７０号）第６条第１項に基づく届出の対象
となる牛の死体。ただし、牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則（平成１４年農林水産省令
第５８号）第４条第２号から第４号までに該当する場合を除く。
４ 実 施 の 方 法

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
電話 ０１１－２０４－５０３５
FAX ０１１－２３２－１３８５
印刷 富士プリント�

目 次 ページ

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行

北 海 道 公 報 第����号 ９平成２１年３月６日（金曜日）



� 検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する施設で家畜防疫員が行う。ただし、施設へ
の搬入は、牛の死体の診断又は検案を受けた後、遅滞なく受付時間内にするものとする。

� 検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林省令第３５号）第９条に定める方法
による。

北海道告示第１５１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成２１年３月１０日から２０日間、一般の縦覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第８７条第６項の規定に
基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第７項の規定による決定に不服
がある者は、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第１０項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
幌加内南 中山間地域総合整備（区画整理、農業用用排水施設、暗きょ排水） 北海道空知支庁
古 舞 畑地帯総合整備［担い手支援型］（農業用用排水施設、農業用道 北海道十勝支庁

路、区画整理、暗きょ排水、土層改良）

北海道告示第１５２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 保安林予定森林の所在場所 函館市木直町６２７・６２８（以上２筆について次の図に示

す部分に限る。）
� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 茅部郡森町字栗ヶ丘６６の１（次の図に示す部分に限
る。）、６８

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
字栗ヶ丘６６の１（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島支庁産
業振興部林務課並びに函館市役所及び森町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１５３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 函館市元村町１５８の２
２ 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため

北海道告示第１５４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 解除に係る保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
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� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
２� 解除に係る保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 魚つき
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
３� 解除に係る保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道渡島支庁産業振興部林務課及び福島町役場に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１５５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林 山越郡長万部町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
長万部町（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林 山越郡長万部町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。

	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 指定施業要件変更予定保安林 山越郡長万部町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 干害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
長万部町（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

４� 指定施業要件変更予定保安林 紋別郡湧別町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係支庁産業振興
部林務課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１５６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
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路 線 名 及 び 縦 覧 場 所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 秩 父 別 停 車 場 線 雨竜郡秩父別町字秩父別１５３６番３地先から 平成２１．３．６
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 雨竜郡秩父別町字秩父別４１０１番２０地先まで
道道 多 度 志 一 已 線 深川市一已町字一已２５０９番１１１地先から 同
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 深川市一已町字一已２５０９番１地先まで
道道 蕗之台朱鞠内停車場線 雨竜郡幌加内町字朱鞠内国有林空知森林管 同
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 理署北空知支署３２６林班ヘ小班地先から雨

竜郡幌加内町字朱鞠内６３９６番１地先まで
道道 岩 見 沢 石 狩 線 石狩郡新篠津村７４１番２地先から 同
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 石狩郡新篠津村６４４番２地先まで

石狩郡当別町字東裏３３１８番２地先から 同
石狩郡当別町字東裏３５番地先まで

道道 増 毛 稲 田 線 増毛郡増毛町御料１８４４番１地先から 同
北 海 道 留 萌 土 木 現 業 所 増毛郡増毛町御料１６５５番１地先まで
道道 生 花 大 樹 線 中川郡幕別町忠類幌内１１８番３地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 中川郡幕別町忠類幌内１１２番２地先まで
道道 音 調 津 陣 屋 線 広尾郡広尾町字音調津７５番地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 広尾郡広尾町字音調津４０番２地先まで

北海道告示第１５７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変

更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道旭川土木現業所に備え置いて、告

示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道

２ 路 線 名 銀泉台線

３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
上川郡上川町国有林大雪事業区上川中部森林管理
署２３２６い小班地先から上川郡上川町国有林大雪事
業区上川中部森林管理署２３２６い小班地先まで

前 ２９．１０�から ５０．００� ――３３．００�まで

後 ２９．１０�から ５０．００� ――４０．０６�まで

北海道告示第１５８号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条の２第１項の規定により、次のとおり準都市

計画区域を指定する。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 準都市計画区域の名称 ニセコ準都市計画区域
２ 準都市計画区域に含まれる土地の区域
� 虻田郡ニセコ町字ニセコ１８６番の一部、１８７番、１８８番の一部、１９０番、１９１番から１９４番
までの各一部、１９６番の一部、１９７番の一部、１９８番から２０２番まで、２０５番、２０６番、２１０
番から２１２番まで、２１４番、２１５番、２１７番、２１８番の一部、２２０番、２２１番、２３１番、２４１番、
３３７番の一部、３３８番の一部、３４９番から３５３番までの各一部、３５４番、３５５番の一部、３５７
番から３５９番まで、３６０番の一部、３６３番から３６９番まで、３７０番の一部、３７１番、３７３番、
３７４番、３７５番、３７６番から３８０番、３８１番から３８３番までの各一部、３８４番、３８５番、３８６番、
３８７番から３８９番まで、４１３番の一部、４１４番、４１５番、４１７番、４２７番の一部、４２９番の一部、
４３３番の一部、４４２番、４４３番、４４５番から４４９番まで、４５１番、４５３番、４５５番から４６３番ま
で、４６５番から４６７番まで、４６９番から４７２番まで、４７３番の一部、４７４番の一部、４７８番の
一部、４９８番、５０２番の一部、５０３番、５０４番、５１３番、５１６番の一部、５１７番、５１９番及び
５２２番の一部
� 虻田郡ニセコ町字曽我１９９番の一部、２０６番の一部、２０７番の一部、２１５番の一部、２２０
番の一部、２２５番、２２６番の一部、２２７番、２２８番、２４８番、２５１番から２５３番まで、２５４番の
一部、２５５番から２６３番まで、２６９番、２７３番、２７５番、２７６番、２７７番の一部、２９５番の一部、
２９８番の一部、２９９番の一部、３０４番、３０７番、３０８番、３１０番、３１２番、３１３番、３１６番、３１８
番、３２１番から３２３番まで、３２５番、３２６番、３２８番、３２９番、３３１番から３３７番まで、３４４番、
３４５番、３４７番から３５１番まで、３５５番から３５９番まで、３６１番、３６３番の一部、３６４番の一部、
３６５番、３６７番、３７０番、３７１番、３７２番の一部、３７３番、３７４番の一部、３９５番の一部、３９６
番、３９７番、４００番の一部、４０１番、４０２番の一部、４０３番から４０６番まで、４０９番から４１３番
まで、４１９番から４２２番まで、４２５番、４２７番から４３０番まで、４３３番、４３４番、４３７番、４４３
番、４４８番、４４９番、４５１番から４５３番まで、４５５番、４６０番、４６４番から４７２番まで、４７４番
から４７７番まで、４７８番の一部、４７９番、４８０番、４８２番から４８４番まで、４８６番から４９１番ま
で、４９３番から４９５番まで、４９７番、４９８番、５０１番、５０２番、５０４番、５０７番、５１０番から５１９
番まで、５２１番、５２２番、５２４番、５２６番から５３３番まで、５３５番、５３７番から５５４番まで、
５５６番、５５８番の一部、５５９番から５６３番まで、５７０番、６６３番の一部、７００番の一部、７１８番
から７２５番まで、７２６番の一部、７２７番、７２８番、７３１番、７３２番、７３４番、７３９番、７４０番、
７４２番、７４３番、７４５番から７４７番まで、７５０番から７５２番までの各一部、７５３番、７５６番の一
部、７５８番、７６０番から７６４番まで、７６８番、７６９番、７７１番、７７２番の一部、７７３番、７７４番、
７７５番の一部、７９２番、７９４番の一部、７９５番、７９６番の一部、７９９番の一部、８００番、８０１番
から８０６番までの各一部、８０７番、８０９番、８１０番の一部、８１１番、８１２番の一部、８１５番か
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ら８１７番まで、８１９番の一部、８２０番、８２２番、８２３番、８２４番から８２７番までの各一部、８２８
番、８２９番、８３０番の一部、８３１番、８３２番、８３４番、８３６番、８３７番、８４０番から８４４番まで、
８４５番の一部、８４７番の一部、８４８番の一部、８５０番の一部、８５１番の一部、８５２番、８５３番
の一部、８５４番の一部、８５５番から８５７番まで、８５８番の一部、８５９番の一部、８６１番の一部、
８６２番、８６３番の一部、８６５番の一部、８６７番、８６８番から８７０番の各一部、８７１番、８７２番、
８７４番、８７８番、８８０番から８８３番まで、８８５番、８８７番から８９１番まで、８９５番、９０５番、９０６
番、９０９番、９１０番、９１３番から９１５番まで、９１７番から９２２番まで、９２３番の一部、９２４番か
ら９２９番まで、９３１番、９３６番、９３７番、９３９番、９４０番、９４２番、９４４番及び９４６番から９５２番
まで

� 虻田郡ニセコ町字東山１番の一部、２番、３番、５番から２７番まで、２９番から３１番ま
で及び３４番から５７番まで

 これらの区域に隣接する主要道道岩内洞爺線の北側、一般道道蘭越ニセコ倶知安線の
北側、町道藤山北通の北側、町道西北連絡線の東側、町道北栄中通の北側、町道北栄会
館通の西側、町道一号線の東側、町道東山二号線の北側、町道新東山滝台連絡線の北側
及びこれらの区域に隣接する東の沢川の北東側並びにこれらの区域に介在する国有地、
道有地、町有地の全部
（北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置く準都市計画区域図のとおり）

北海道告示第１５９号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
平成２１年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 施行者の名称 帯広市
２ 都市計画事業の 帯広圏都市計画道路事業（３・４・４１号柏林台通及び３・４・３７号
種類及び名称 １５条通）

３ 事業施行期間 平成１４年６月７日から平成２３年３月３１日まで
４ 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

支 庁 告 示

北海道上川支庁告示第３８号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成２１年３月６日

北海道上川支庁長 坂 口 収
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
調達をする物品等の名称及び数量は、次のアからウまで掲げるものについて、それぞ
れ次の�から
までに定めるところによるものとし、それぞれ入札を実施する。
調達予定枚数については、実際の調達枚数とに差が生じることがあり得る。
ア フルカラー複写機の賃貸借契約その１
� フルカラー複写機の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含
む。）
１台１か月当たりの基本料金及び１枚当たりの複写料金単価

	 調達台数及び調達予定枚数 １台１か月当たり フルカラー６，０００枚 モノク
ロ４０枚

イ フルカラー複写機の賃貸借契約その２
� フルカラー複写機の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含
む。）
１台１か月当たりの基本料金及び１枚当たりの複写料金単価

	 調達台数及び調達予定枚数 １台１か月当たり フルカラー５，５００枚 モノク
ロ２８０枚

ウ フルカラー複写機の賃貸借契約その３
� フルカラー複写機の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含
む。）
１台１か月当たりの基本料金及び１枚当たりの複写料金単価

	 調達台数及び調達予定枚数 １台１か月当たり フルカラー２，０００枚 モノク
ロ２００枚

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 契約期間は、平成２１年５月１日から平成２４年４月３０日までと

する。ただし、予算の範囲内で当該契約期間を変更することが
あり得る。

 納 入 場 所 納入場所は、�のアからウまでに掲げるフルカラー複写機の
賃貸借契約について、それぞれ次のアからウまでに定める場所
に納入すること。

ア フルカラー複写機の賃貸借契約その１ 北海道旭川土木現業所事業課
イ フルカラー複写機の賃貸借契約その２ 北海道旭川土木現業所士別出張所
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ウ フルカラー複写機の賃貸借契約その３ 北海道旭川土木現業所美深出張所

２ 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。

� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

� 調達物品等の要求する仕様を満たす機種における契約の適正な履行が可能であること

を証明した者であること。

 当該調達物品に関し、迅速な点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給の体制が

整備されているものと認められること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査

� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め

るところにより、２の�及びに掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月６日から同年４月７日まで（日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時３０分までの間に

提出すること。

イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。

ウ 申請書類の提出先 郵便番号０７９－８６１３ 旭川市永山６条１９丁目１番１号

北海道旭川土木現業所企画総務部総務課

� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。

４ 契約条項を示す場所

北海道旭川土木現業所企画総務部総務課

５ 入札執行の場所及び日時

� 入 札 場 所 旭川市永山６条１９丁目１番１号 北海道上川合同庁舎 ３階

旭川土木現業所 会議入札室（送付による場合は、郵便番号

０７９－８６１３ 旭川市永山６条１９丁目１番１号 北海道旭川土木

現業所企画総務部総務課）

� 入 札 日 時 平成２１年４月１７日 午前１１時（送付による場合は、同年４月

１６日必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
 開 札 日 時 �に同じ。

６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、電子メールの送信による交付を希望する場合は、その
旨を契約に関する事務を担当する組織に申し出ること。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書作成は要する。
入札は１の�に掲げるフルカラー複写機の賃貸借契約その１からその３までについてそ
れぞれ実施するものとし、落札者の決定に当たっては、有効な入札をした者のうち、北海
道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５１条第１項の規定により当該フルカラー複
写機の賃貸借契約その１からその３までごとにそれぞれ定めた予定価格（単価）の制限の
範囲内であって、かつ、１か月当たりの賃貸借の基本料金の入札金額（単価）に、複写１
枚当たりの入札金額（単価）に調達予定数量を乗じて得た金額を加えた合計金額が最低で
ある者を落札者とする。
なお、１枚当たりの入札金額（単価）に１円未満の計算単位である銭（円の１００分の１
をいう。）を用いても差し支えない。
９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道旭川土木現業所企画総務部総務課
� 所 在 地 郵便番号０７９－８６１３ 旭川市永山６条１９丁目１番１号

電話番号０１６６－４６－４９０８
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured : Lease of copy machines

(Maintenance services and consumable supply included, except paper) :

Lease of copy machine NO. 1 : 1 machine

Lease of copy machine NO. 2 : 1 machine

Lease of copy machine NO. 3 : 1 machine

Ｂ．Bid tendering date and time : 11 : 00 A. M. April 17, 2009

(If mailed, bids must arrive no later than April 16, 2009.)

Ｃ．Contact : General Affairs Division, Planning and General Affairs Department, Asahikawa

District Public Works Management Office
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Address : Nagayama 6jo, 19chome 1-1, Asahikawa-city, Hokkaido, 079-8613, Japan

Phone : 0166-46-4908

道教育庁実習船管理局告示

北海道教育庁実習船管理局告示第５号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月６日

北海道教育庁実習船管理局長 山 谷 信 一
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
ア 調達をする物品等の名称
船舶用燃料 Ａ重油（ＪＩＳ １種２号）１リットル当たりの単価

イ 数 量 調達予定数量 ９７５，０００�
� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 平成２１年４月１７日から平成２２年３月３１日まで
 納 入 場 所 北海道教育庁実習船若竹丸及び北鳳丸
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の購入の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和５０年法律第９６号）第２４条第１項の規定による
石油販売業の届出をしていること。

 給油船による給油が可能であること。
３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の�及びに掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月６日（金）から平成２１年３月３１日（火）まで

（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律
第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前８時４５分から
午後５時３０分まで

イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ 申請書類の提出先 郵便番号０４１－８５５２ 函館市美原４丁目６番１６号
北海道教育庁実習船管理局

� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道教育庁実習船管理局

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 函館市美原４丁目６番１６号 渡島合同庁舎 ４階 北海道教

育庁実習船管理局研修室兼船員室（送付による場合は、郵便番
号０４１－８５５２ 函館市美原４丁目６番１６号 北海道教育庁実習
船管理局）

� 入 札 日 時 平成２１年４月１６日（木）午前１０時（送付による場合は、必
着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、電子メールによる交付を希望する場合は、その旨を契
約に関する事務を担当する組織に電子メール（アドレス
jisshusen.12@pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のオ及び３の�による。

９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁実習船管理局
� 所 在 地 郵便番号０４１－８５５２ 函館市美原４丁目６番１６号

電話番号０１３８－４７－９５９２
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the services to be procured, Fuel for marine engine
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ａ．Nature : a unit price per liter Fuel oil A (JIS class 1 No 2)

ｂ．Quantity : Approximately 975,000 liters

Ｂ．Bid tendering date and time : 10 : 00 A. M., April 16, 2009

(If mailed, bids must arrive no later than 10 : 00 A. M., April 16, 2009.)

Ｃ．Contact point for notice : Management Division, Management Bureau for Training Ships,

Hokkaido Office of Education, 16-go, 6-ban, 4-chome, Mihara, Hakodate, Hokkaido,

041-8552 Japan

Phone : 0138-47-9592

道選挙管理委員会告示

北海道選挙管理委員会告示第９号

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に基づき、同法第１２条第１
項及び第１７条第１項の規定による政治団体の収入及び支出に関する報告書並びに同法第１８条
の２第２項の規定による特定パーティー開催団体の収入及び支出に関する報告書の要旨を別
冊のとおり公表する。
その別冊は、北海道選挙管理委員会事務局及び各支所に備え置いて一般の閲覧に供する。
平成２１年３月６日

北海道選挙管理委員会委員長 永 井 利 幸

道 人 事 委 員 会 告 示

北海道人事委員会告示第１号

平成１３年北海道人事委員会告示第１３号（へき地学校及びその級別の指定）の一部を次のよ
うに改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月６日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
渡島支庁管内の項中
「

」
及び八雲町春日 春日小学校 １

「
」
を削長万部町字共立 共立小学校 ２

り、後志支庁管内の項中
「

」
及び蘭越町目名町 目名小学校 １

「
」
を削留寿都村字三ノ原 三ノ原小学校 １

り、空知支庁管内の項中
「

」
を削新十津川町字吉野 吉野小学校 ２

り、留萌支庁管内の項中
「

」
を削初山別村字豊岬 豊岬中学校 ２

り、宗谷支庁管内の項中
「

」
、

中頓別町字小頓別 小頓別小学校 ３
中頓別町字小頓別 小頓別中学校 ３

「

」
及び

豊富町字豊栄 庄内小学校 ４
豊富町字豊栄 庄内中学校 ４

「
」
を削利尻町沓形字新湊 新湊小学校 ４

り、網走支庁管内の項中
「

」
を削

置戸町字秋田 秋田小学校 ２
置戸町字豊住 境野小学校 １

り、胆振支庁管内の項中
「

」
及びむかわ町穂別稲里 稲里小学校 ２

「
」
を削むかわ町穂別和泉 和泉小学校 １

り、日高支庁管内の項中
「

」
を削新ひだか町静内川合 川合小学校 ２

り、十勝支庁管内の項中
「

」
を削大樹町字石坂 石坂小学校 １

り、釧路支庁管内の項中
「

」
、釧路市阿寒町ニニシベツ原野３２線 仁々志別中学校 ３
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「
」
、釧路町大字仙鳳趾村字重蘭窮 仙鳳趾小学校 ２

「

」

及び

厚岸町大字苫多村字上尾幌 上尾幌小学校 １
厚岸町大字苫多村字上尾幌 上尾幌中学校 １
厚岸町大字苫多村字尾幌原野 尾幌小学校 １
厚岸町大字苫多村字尾幌原野 尾幌中学校 １

「
」
を削浜中町大字琵琶瀬村字茶内原野 茶内第三小学校 ３

り、根室支庁管内の項中
「

」
及び別海町美原 美原小学校 ３

「
」
を削別海町豊原 豊原小学校 ２

る。

北海道人事委員会告示第２号

平成１３年北海道人事委員会告示第１４号（へき地学校に準ずる学校の指定）の一部を次のよ
うに改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月６日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
上川支庁管内の項中
「

」
を旭川市神居町雨紛 雨紛中学校

削る。

北海道人事委員会告示第３号

平成１３年北海道人事委員会告示第１５号（特別の地域に所在する学校の指定）の一部を次の
ように改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月６日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
網走支庁管内の項中
「

」
を紋別市落石町１丁目 紋別北高等学校

削る。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第６５号

交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区（昭和４３年北海道警察本部告示第
２３号）の一部を次のように改正する。

平成２１年３月６日
北海道警察本部長 鎌 田 聡

別表札幌方面門別警察署の部厚賀の項中「字厚賀町２１５番地の６」を「字厚賀町１４７番地の
１５」に改める。
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